日本小児看護学会震災支援金運用基準
（支援金の目的）
第1条

震災支援金は、東日本大震災に関連した子どもたちへの中・長期的な支援のための活動に運用する。
（支援金の受け入れ）

第2条

日本小児看護学会に震災支援金として入金されたものを運用資金とする。
（支援金の取り扱い）

第3条

震災支援金の宛先は日本小児看護学会とし、受け入れから支出までの間、災害対策委員会において適正に管理する。

（支援金の用途）
第4条
原則として、震災に関連した子どもたちへの支援に寄与する事業（調査・研究を含む）とする。
（支援金の配分）

第5条

　震災支援金の配分は、震災に関連した子どもたちへの支援に寄与する事業（調査・研究を含む）のための資金として、申請対象者より使用申請を受け付け、理事会の承認を得た後に、助成金として交付するものとする。
　なお、申請に関する詳細については日本小児看護学会震災支援金運用基準細則に則ることとする。

（事業の報告）

第6条

　事業の報告は、災害対策委員会より日本小児看護学会のホームページまたはニュースレター等において行う。
（助成金の交付期間）
第7条

助成金の交付は理事会に承認された年度に行う。
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（申請対象）
第1条　
 申請対象は、日本小児看護学会会員の個人（グループ）、あるいは本学会会員が所属する団体とし、申請代表者は、当該年度（助成を受けようとする年度）の会費を納入した者とする。 

（事業費の額）
第2条 

1件10万円程度10件を目安とする。
ただし、交付する事業費の額は、理事会で検討、決定する。 
（申請方法）

第3条 
事業計画、経費使用計画（「事業計画書」様式１）を作成し、日本小児看護学会に申請する。

（選考方法）

第4条 
災害対策委員会で選考し、理事会で最終決定を行うものとする。
（選考基準）

第5条 
以下の点を考慮し、総合的に勘案して選考する。 

1) 日本小児看護学会の震災支援金の目的である「東日本大震災に関連した子どもたちへの中・長期的な支援のための活動に運用する」旨に貢献し得る事業であると認められること。

2) 事業目的が明確で、計画が十分に検討され、成果が期待されるもの。 
3) 倫理的配慮がなされていること。
4) 具体的な計画と適正に見積もられた予算にもとづく事業であること。 

（採否の通知）

第6条 
応募者選考結果は文書で通知する。 尚、採否の理由に関しては、公表しない。 

（助成対象者の義務）

第7条 
「事業終了報告書」（様式2）、「出納帳」（様式3）、領収書を添付した「領収書添付用紙」（様式4）、通帳のコピー、必要に応じて会計報告に関するその他の書類を、交付後2年間経過した月末までに、本学会災害対策委員会に提出しなければならない。 
　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
